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平成 22年度当初予算の編成にあた り、厳 しい経済状況を勘案 し

つつ、県民要望 と長野県の将来 とを甚1酌 し、会派 として以下のとお

り基本的考え方をもって申し入れます。格段のご配慮を賜 りたく宜

しくお願い申し上げます。

長野県議会 創志会

2009有■12月 14日



22年度当初予算 知 事 要 望

くまえがき>

長野県の経済状況は依然 として厳 しい現状にありますが、県の積極的な緊急

経済対策により効果もみ られ、やや落ち着きも見せつつあ ります。 しか し、各

種企業の経営環境、雇用環境は他県と比較 しても殊更に厳 しいことが読み取れ

る うえに、新政権の対応次第では景気の二番底も懸念 されます。国主導により

引き続 き景気回復の為の施策展開が求められていますが、「民間の厳 しさを分か

ち合 うことで、民と公の信頼関係 をつくるJと して職員期末勤勉手当の過去最

大の 0 7ヶ 月減額を実施 した県 としては、この事実を真摯に受け止めた上で

主体的な施策を打ち出すことも必要 と考えます。

また、このような背景において、村井知事の下で策定された中期総合計画の

各 目標を達成するには、県職員はもとより経済界を含め県民あげてこの難局を

乗 り切 る強い団結力が求められます。更に、平成 22年度予算は、第一期村井

県政の最終年度の当初予算 とな りますか ら、国の現況や、大幅な税収減予測、

財政の健全化などを掛酌 して財政的には慎重な、かつ、中期 目標の達成や県民

生活の安心安全を確保する為には 「選択 と集中」による効果的な編成が求めら

れます。

そこで、これ らを踏まえ、始」志会では議会としても従来の 「あれ も、これもJ

の要求から「あれか、これかJの予算要望に変化すべきとの立場か ら、また現

実路線にたちつつも、夢 と希望を失わない未来への投資を大切にした知事予算

編成に期待を申し上げ、以下のとお り「予算編成にあたっての基本的考え方」

について提言いた します。



22年度の当初予算を牽引する優先的キーワー ドは以下の 6

【経 済 対 策 】

減収が予測される中、経済対策は気を緩めずに適時適切に投入されたい。

国の予算編成が遅れている現状ではあるが、市町村への影響も考慮して県と

して責任がとれる範囲での骨格 (概略)を適時に示すよう配慮すること。

【基 幹 産 業 基 盤 ―p‐ く り 】

県が優先的に支援する課題は「環境」及び「健康Jに対する取 り組み とし、

商工業、観光、農林水産業、など県内産業を通 じて これ らの技術立県を目

指すこと。

【健 康 長 寿 】

健康長寿県ナンバーワン、は長野県の誇りである。関連した産業施策、福

祉施策、医療施策につき、全国の手本になるよう充実を図り、20年～30

年後の高齢者減少時代を見据えたうえで、福祉施設、関係施設の整備を推進

すること。

【ひ と づ く り 】

未来を支える人を育て、理想とする社会の実現の為に寄与できる人材を健

康に、魅力的に育成すること。特に次代を担う若者に健康、道徳、意欲、技

術、独遺」性を身につける施策を図つていただきたい。



【将 来 の 布 石    (基撃 づ く  り )】

1) 航空路、 リニア、新幹線、高速道路などの高速交通網の整備に関して、

相互の連l_Eに よる全国的な高速交通網のグラン ドデザインの構築 と整備

方針を国に早急に示すよう働 きかけること。

同時に県内のネ ッ トワークを再検討すること。

2) 松本空港の再生に関連 し、県内産業の特性 とFDAの 企業特性を考慮 し、

国内唯一の内陸税関機能を活用 して輸出貨物輸送、チャーター便の活用

ができるよう取 り組むこと。

【地 方 分 権 型 の 自 治 ‐― σう f4・ 市 りi4豊う言

(市 町 村 の 自 サ 的 な 取 り 組 み 支 援 )】

1) 国と県の役割分担を明確 に し、それに伴 う税源移譲に積極的に取 り組

むこと。

2) 県民の自主的な地域づ くり参加 を推進するために元気づ くり支援金の

充実やその発想を生か した新規事業も視野に、順次未来を見据えた行

政への移行を図ること。

以_L


